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議案第90号 令和４年度 福岡市一般会計補正予算案（教育委員会所管分）

一  令和４年度 福岡市一般会計補正予算事項別説明書（教育委員会所管分）

（歳入歳出）

千円 千円 千円 千円 千円

10

11

・

10

～

13

12

・

13

特 別 支 援
学 校 費

５項

7,926 

１目
特 別 支 援
学 校 管 理 費

9,931,123 

予算案
説明書
ページ

款 項 目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額

国県支出金 地 方 債

特 定

142,208 ―  

7,926 9,939,049 ―  

135,946,268 393,976 136,340,244 393,976 ―  

２項
小 ・ 中 学 校
管 理 費

12款 教 育 費

48,259,147 

小 ・ 中 学 校
管 理 費

26,540,804 

―  243,842 48,502,989 243,842 

142,208 26,683,012 

３目
中 学 校
管 理 費

２項

１目
小 学 校
管 理 費
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千円 千円 千円

―  7,926 ―  

の 財 源 内 訳

財 源
一般財源

そ の 他 計

説　　　　　　明

―  

―  

―  

243,842 

142,208 ―  

―  393,976 

―  

小学校管理費

○ 給食運営費の追加

関連歳入

国庫支出金
新型コロナウィルス感染症対応
地方創生臨時交付金

中学校管理費

○ 給食運営費の追加

関連歳入

国庫支出金
新型コロナウィルス感染症対応
地方創生臨時交付金

特別支援学校管理費

○ 給食運営費の追加

関連歳入

国庫支出金
新型コロナウィルス感染症対応
地方創生臨時交付金

〇給食運営費（小学校、中学校、特別支援学校）

関連歳入
国庫支出金
新型コロナウィルス感染症対応
地方創生臨時交付金

(19)

7,926 千円

給食運営費の補正内容・理由

　コロナ禍において食材料費が高騰している中、保護者の負担
を増やすことなく、学校給食の質の維持を図るため、新型コロ
ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、給食食材
の価格高騰相当額について追加するもの。

 総括

393,976 千円

393,976 千円

243,842 千円

２．

３． 7,926 千円

(19)

142,208 千円

142,208 千円

(19)

7,926 千円

243,842 千円１．

243,842 千円

(19)

142,208 千円
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千円 千円 千円 千円 千円

　そ 　

合　　　計 135,946,268 393,976 136,340,244 393,976 ―  

51,215,194 

計

補 正 額

補正前の額 補 正 額

国県支出金

款 項 目
予算案
説明書
ページ

そ の 他 の 科 目

（ 本 補 正 外 ）

特 定

―  51,215,194 ―  ―  

地 方 債
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千円 千円 千円

―  393,976 ―  

の 財 源 内 訳

計
一般財源

財 源

そ の 他

―  ―  ―  

説 明

4



議案第 109 号 

福岡市立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案

１  改正の理由 

  地方公務員法の一部改正に伴い、学校職員のうち定年前再任用短時間勤務職員の

給与について定める等の必要がある。 

２  改正の内容 

(1) 定年前再任用短時間勤務制の導入に伴う規定の整備

定年前再任用短時間勤務職員の給与に関する規定の整備を行う。

内容は現行の再任用短時間勤務職員の内容と同じ。

(2) 60 歳を超える学校職員の給与に係る規定の整備

当分の間、 60 歳を超える学校職員の給料月額は、 60 歳前の７割水準とするこ

ととする等の規定を追加する。  

(3) その他

所要の規定の整備を行う。

３  施行期日等（附則）  

(1) 施行期日

令和５年４月１日

(2) 経過措置

暫定再任用職員の給与に関する経過措置を設ける。

内容は現行の再任用職員の内容と同じ。
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地方公務員法の一部を改正する法律等の概要 

１  法改正の趣旨 

少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少する我が国においては、複雑高度化す

る行政課題への的確な対応などの観点から、能力と意欲のある高齢期の職員を最

大限活用しつつ、次の世代にその知識、技術、経験などを継承していくことが必

要となっていることから、地方公務員について、定年年齢を段階的に引き上げる

とともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制等を定める

もの。 

２  改正の主な内容 

(1) 定年年齢の引上げ

職員の定年年齢を段階的に引き上げ、 65 歳とする。

年度 令和５年度 令和７年度 令和９年度 令和 11年度 令和 13年度 

定年年齢 61 歳  62 歳  63 歳  64 歳  65 歳  

(2) 管理監督職勤務上限年齢制

管理監督職勤務上限年齢（原則 60 歳）に達した管理監督職の職員については、

翌年の４月１日までに非管理監督職に降任する。 

なお、公務上の必要がある場合には、引き続き、管理監督職として勤務するこ  

とができる。 

(3) 定年前再任用短時間勤務制・暫定再任用制度

① 60 歳に達した日以後定年退職の日までの間、退職した職員を短時間の職に

再任用することができる。

② 定年年齢の引上げに伴い、現行の再任用制度を廃止する。なお、定年年齢

を引き上げる間は、現行と同様に再任用できる制度を暫定的に措置する。

(4) 情報提供・意思確認制度

職員に 60 歳以後の任用、給与等に関する情報を提供するとともに、 60 歳以

後の勤務の意思を確認する。 

(5) 60 歳を超える職員の給与

① 60 歳に達した日後の最初の４月１日以後の職員の給料の月額を７割水準

とする。

② 60 歳に達した日の属する年度の３月 31 日以後に退職した場合に、定年引

上げ前に定年退職する場合と比べ退職手当が下がらないようにする。

３  施行期日 

(1) ２の(4)  公布の日 

(2) 上記以外  令和５年４月１日  
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（ 参  考 ） 定年の引上げイメージ図

定年退職なし 定年退職なし 定年退職なし 定年退職なし 定年退職なし

年 度 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

定 年 60歳

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳

定年退職

59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳

定年退職

定年前
再任用短時間

58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳

定年退職

57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳

定年退職

56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳

定年退職

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年退職

※ 年齢は年度末年齢

65歳

情報提供

61歳 62歳 63歳 64歳

昭和42年度
（1967年度）

生まれ

情報提供

情報提供

情報提供

情報提供

暫定再任用

暫定再任用

定年前
再任用短時間

定年前
再任用短時間

定年前
再任用短時間

定年前
再任用短時間

暫定再任用

暫定再任用

暫定再任用

昭和37年度
(1962年度）

生まれ

昭和38年度
（1963年度）

生まれ

昭和39年度
（1964年度）

生まれ

昭和40年度
（1965年度）

生まれ

昭和41年度
（1966年度）

生まれ
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福岡市立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 新旧対照表 
 

現    行 改  正  案 

第１条～第４条の２ （略） 

 

 （初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 （略） 

２ 教育職員が一の職務の級から他の職務

の級に移つた場合又は一の職から同じ職

務の級の初任給の基準を異にする他の職

に移つた場合における号給は、人事委員会

規則の定めるところにより決定する。 

３ 委員会において、特に必要があると認め

る場合は、人事委員会規則の定めるところ

により、教育職員の号給を調整することが

できる。 

４ 教育職員の昇給は、人事委員会規則で定

める日に、同日前で人事委員会規則で定め

る期間におけるその者の勤務成績に応じ

て、行うものとする。 

５ （略） 

６ 55歳（人事委員会規則で定める教育職員

にあつては、56歳以上の年齢で人事委員会

規則で定めるもの）に達した日以後におけ

る最初の３月31日の翌日以後在職する教

育職員の第４項の規定による昇給は、同項

に規定する期間におけるその者の勤務成

績が特に良好である場合に限り行うもの

とし、昇給させる場合の昇給の号給数は、

勤務成績に応じて人事委員会規則で定め

る基準に従い決定するものとする。 

７～９ （略） 

10 教育職員のうち、法第28条の４第１項、

第28条の５第１項又は第28条の６第１項

若しくは第２項の規定により採用された

職員（以下「再任用職員」という。）の給料

月額は、その者に適用される給料表の再任

用職員の項に掲げる給料月額のうち、その

者の属する職務の級に応じた額とする。 

第１条～第４条の２ （略） 

 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 （略） 

２ 教育職員が一の職務の級から他の職務

の級に移つた場合又は一の職から同じ職

務の級の初任給の基準を異にする他の職

に移つた場合における号給は、人事委員会

規則で定めるところにより決定する。 

３ 委員会において、特に必要があると認め

る場合は、人事委員会規則で定めるところ

により、教育職員の号給を調整することが

できる。 

４ 教育職員の昇給は、人事委員会規則で定

める日に、同日前で人事委員会規則で定め

る期間における当該教育職員の勤務成績

に応じて、行うものとする。 

５ （略） 

６ 55歳（人事委員会規則で定める教育職員

にあつては、56歳以上の年齢で人事委員会

規則で定めるもの）に達した日以後におけ

る最初の３月31日の翌日以後在職する教

育職員の第４項の規定による昇給は、同項

に規定する期間における当該教育職員の

勤務成績が特に良好である場合に限り行

うものとし、昇給させる場合の昇給の号給

数は、勤務成績に応じて人事委員会規則で

定める基準に従い決定するものとする。 

７～９ （略） 

（削る） 
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現    行 改  正  案 

11 教育職員以外の学校職員のうち、再任用

職員の給料月額は、市条例の適用を受ける

職員の例による額とする。 

 

第５条の２ 教育職員のうち、法第28条の５

第１項又は第28条の６第２項の規定によ

り採用された職員（以下「再任用短時間勤

務職員」という。）の給料月額は、前条第10

項の規定にかかわらず、同項の規定による

給料月額に、当該職員に係る福岡市職員の

勤務時間及びその他の勤務条件に関する

条例（昭和26年福岡市条例第55号。以下「勤

務条件条例」という。）第３条の規定に基

づき定められる１週間の正規の勤務時間

（以下「１週間の正規の勤務時間」とい

う。）を38時間45分で除して得た数（以下

「算出率」という。）を乗じて得た額とす

る。 

 

 

 

 

 

２ （略） 

３ 教育職員以外の学校職員のうち、任期付

短時間勤務職員の給料月額は、市条例の適

用を受ける職員の例による額とする。 

 

 

第５条の３ 教育職員のうち、育児休業法第

10条第１項に規定する育児短時間勤務を

している職員（以下「育児短時間勤務職員」

という。）の給料月額は、その者が育児短

時間勤務をしていないと仮定した場合に

おけるその者の受けるべき給料月額に、算

出率を乗じて得た額とする。 

 

（削る） 

 

 

 

第５条の２ 教育職員のうち、福岡市職員の

定年等に関する条例（昭和58年福岡市条例

第62号。以下「定年条例」という。）第15条

の規定により採用された職員（以下「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）の給

料月額は、当該定年前再任用短時間勤務職

員に適用される給料表の定年前再任用短

時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額

のうち、当該定年前再任用短時間勤務職員

の属する職務の級に応じた額に、当該定年

前再任用短時間勤務職員に係る福岡市職

員の勤務時間及びその他の勤務条件に関

する条例(昭和26年福岡市条例第55号。以

下「勤務条件条例」という。)第３条第３項

の規定に基づき定められる１週間の正規

の勤務時間（以下「１週間の正規の勤務時

間」という。）を38時間45分で除して得た

数（以下「算出率」という。）を乗じて得た

額とする。 

２ （略） 

３ 教育職員以外の学校職員のうち、定年前

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員の給料月額は、市条例の適用を受

ける職員の例による額とする。 

 

第５条の３ 教育職員のうち、育児休業法第

10条第１項に規定する育児短時間勤務を

している職員（以下「育児短時間勤務職員」

という。）の給料月額は、当該育児短時間

勤務職員が育児短時間勤務をしていない

と仮定した場合における当該育児短時間

勤務職員の受けるべき給料月額に、算出率

を乗じて得た額とする。 
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現    行 改  正  案 

２ （略） 

 

(給料の調整額) 

第５条の４ （略） 

２ 前項の給料の調整額は、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定める表

におけるその者の職務の級に応じた額（育

児短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員（以下「短時間

勤務職員等」という。）にあつては、その額

に算出率を乗じて得た額（その額に１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額））とする。 

(1)～(3) （略） 

３ （略） 

 

第６条～第10条 （略） 

 

（へき地手当） 

第10条の２ 交通条件及び自然的、経済的、

文化的諸条件に恵まれない山間地、離島そ

の他の地域に所在する小学校及び中学校

（以下「へき地学校」という。）並びにへき

地学校に準じる学校（以下「準へき地学校」

という。）に勤務する学校職員（再任用職

員及び任期付短時間勤務職員を除く。この

条、次条及び第10条の５において同じ。）

には、へき地手当を支給する。 

 

２ へき地学校に勤務する職員に支給する

へき地手当の月額は、その者の給料及び扶

養手当の月額の合計額に、次の各号に掲げ

る当該職員が勤務するへき地学校の級別

に応じ、それぞれ当該各号に定める支給割

合を乗じて得た額（その額に１円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。 

２ （略） 

 

（給料の調整額） 

第５条の４ （略） 

２ 前項の給料の調整額は、次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ、当該各号に定める表

における当該職員の職務の級に応じた額

（育児短時間勤務職員、定年前再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員（以

下「短時間勤務職員等」という。）にあつて

は、その額に算出率を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた額））とする。 

(1)～(3) （略） 

３ （略） 

 

第６条～第10条 （略） 

 

（へき地手当） 

第10条の２ 交通条件及び自然的、経済的、

文化的諸条件に恵まれない山間地、離島そ

の他の地域に所在する小学校及び中学校

（以下「へき地学校」という。）並びにへき

地学校に準じる学校（以下「準へき地学校」

という。）に勤務する学校職員（定年前再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員を除く。この条、次条及び第10条の

５において同じ。）には、へき地手当を支

給する。 

２ へき地学校に勤務する職員に支給する

へき地手当の月額は、当該職員の給料及び

扶養手当の月額の合計額に、次の各号に掲

げる当該職員が勤務するへき地学校の級

別に応じ、それぞれ当該各号に定める支給

割合を乗じて得た額（その額に１円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。 

10



現    行 改  正  案 

(1)～(5) （略） 

３ 準へき地学校に勤務する職員に支給す

るへき地手当の月額は、その者の給料及び

扶養手当の月額の合計額に、100分の４を

乗じて得た額（その額に１円未満の端数が

あるときは、その端数を切り捨てた額）と

する。 

４ （略） 

 

第10条の３～第11条の２ （略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

第11条の３～第13条 （略） 

 

附 則 

１～４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(5) （略） 

３ 準へき地学校に勤務する職員に支給す

るへき地手当の月額は、当該職員の給料及

び扶養手当の月額の合計額に、100分の４

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた額）

とする。 

４ （略） 

 

第10条の３～第11条の２（略） 

 

（定年前再任用短時間勤務職員について

の適用除外） 

第11条の２の２ 第５条の規定は、定年前再

任用短時間勤務職員には適用しない。 

  

第11条の３～第13条 （略） 

 

附 則 

１～４ （略） 

５ 当分の間、学校職員の給料月額は、当該

学校職員が60歳に達した日後における最

初の４月１日（附則第７項において「特定

日」という。）以後、当該学校職員に適用

される給料表の給料月額のうち、当該学校

職員の属する職務の級及び当該学校職員

の受ける号給に応じた額に100分の70を乗

じて得た額（当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数を生じたときはこれを

100円に切り上げるものとする。）とする。 

６ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用

しない。 

(1) 臨時的任用職員その他の法律により

任期を定めて任用される職員及び非常

勤職員 

(2) 定年条例第10条第１項又は第２項の

11



現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定により同条第１項に規定する異動

期間（同項又は同条第２項の規定により

延長された期間を含む。）を延長された

定年条例第６条に規定する管理監督職

を占める職員 

(3) 定年条例第３条第２項に規定する職

員 

(4) 定年条例第４条第１項又は第２項の

規定により勤務している職員（定年条例

第２条に規定する定年退職日において

前項の規定が適用されていた職員を除

く。） 

７ 定年条例第８条に規定する他の職への

降任等をされた学校職員であつて、当該他

の職への降任等をされた日（以下この項及

び附則第９項において「異動日」という。）

の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員のうち、特定日に附則第５項

の規定により当該職員の受ける給料月額

（以下この項において「特定日給料月額」

という。）が異動日の前日に当該職員が受

けていた給料月額に100分の70を乗じて得

た額（当該額に、50円未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、50円以上100円未

満の端数を生じたときはこれを100円に切

り上げるものとする。以下この項において

「基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員（委員会が定める職員を除

く。）には、当分の間、特定日以後、附則第

５項の規定により当該職員の受ける給料

月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月

額との差額に相当する額を給料として支

給する。 

８ 前項の規定による給料の額と当該給料

を支給される学校職員の受ける給料月額

との合計額が当該学校職員の属する職務

の級における最高の号給の給料月額を超

12



現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

える場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「基礎給料月額と特定日給

料月額」とあるのは、「当該学校職員の属

する職務の級における最高の号給の給料

月額と当該学校職員の受ける給料月額」と

する。 

９ 異動日の前日から引き続き給料表の適

用を受ける学校職員（附則第５項の規定の

適用を受ける学校職員に限り、附則第７項

に規定する学校職員を除く。）であつて、

同項の規定による給料を支給される学校

職員との権衡上必要があると認められる

職員には、当分の間、当該職員の受ける給

料月額のほか、委員会の定めるところによ

り、前２項の規定に準じて算出した額を給

料として支給する。 

10 附則第７項又は前項の規定による給料

を支給される学校職員以外の附則第５項

の規定の適用を受ける学校職員であつて、

任用の事情を考慮して当該給料を支給さ

れる学校職員との権衡上必要があると認

められる職員には、当分の間、当該職員の

受ける給料月額のほか、委員会の定めると

ころにより、前３項の規定に準じて算出し

た額を給料として支給する。 

11 附則第７項又は前２項の規定による給

料を支給される教育職員に対する第５条

の３第１項及び第９条並びに福岡市立学

校の教育職員の給与等に関する特別措置

に関する条例（昭和46年福岡市条例第58

号）第３条第１項の規定の適用について

は、第５条の３第１項中「受けるべき給料

月額」とあるのは「受けるべき給料月額と

附則第７項、附則第９項又は附則第10項の

規定による給料の額との合計額」と、第９

条及び同条例第３条第１項中「給料月額」

とあるのは「給料月額と附則第７項、附則

13



現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９項又は附則第10項の規定による給料

の額との合計額」とする。 

12 附則第５項の規定の適用を受ける教育

職員に対する第５条の４第２項及び第10

条第２項の規定の適用については、当分の

間、これらの規定中「応じた額」とあるの

は、「応じた額に100分の70を乗じて得た額

（当該額に、50円未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、50円以上100円未満の

端数を生じたときはこれを100円に切り上

げるものとする。）」とする。 

13 附則第５項の規定により学校職員の給

料月額の改定を行うときは、法第49条第２

項の規定による説明書の交付の請求があ

つた場合を除き、同条第１項に規定する説

明書を交付しないものとする。 

14 附則第５項から前項までに定めるもの

のほか、附則第５項の規定による給料月

額、附則第７項の規定による給料その他附

則第５項から前項までの規定の施行に関

し必要な事項は、委員会が定める。 

 

（以下略） 
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現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

別表第１　給料表
  １　教育職給料表(1)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

備考　（略）

414,700
 再任
 用職
 員

233,500 273,800 302,500 330,600

職員の
区分

職務の級 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

号　給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

（略）
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改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

別表第１　給料表
  １　教育職給料表(1)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

円 円 円 円 円

備考　（略）

定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

基　　準
給料月額

233,500 273,800 302,500 330,600 414,700

 定年
 前再
 任用
 短時
 間勤
 務職
 員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

（略）

４　　級 ５　　級

号　給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

職員の
区分

職務の級 １　　級 ２　　級 ３　　級

16



現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３　教育職給料表(3)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

備考　（略）

414,700
 再任
 用職
 員

233,500 273,800 302,500 330,600

職員の
区分

職務の級 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

号　給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

（略）
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改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３　教育職給料表(3)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

円 円 円 円 円

備考　（略）

 定年
 前再
 任用
 短時
 間勤
 務職
 員

定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

233,500 273,800 302,500 330,600 414,700

基　　準
給料月額

号　給

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

（略）

職員の
区分

職務の級 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

給料月額

18



現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２～別表第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４　教育職給料表(4)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

備考　（略）

404,700
 再任
 用職
 員

224,700 270,600 297,600 323,900

職員の
区分

職務の級 １ 　　　級 ２ 　　　級 ３ 　　　級 ５　　　級

号  給 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額

（略）

４　　　級

再
任
用
職
員
以
外
の
職
員

19



改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２～別表第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４　教育職給料表(4)

円　 円　 円　 円　 円　
（略） （略） （略） （略） （略）

円 円 円 円 円

備考　（略）

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

224,700 270,600 297,600 323,900 404,700

 定年
 前再
 任用
 短時
 間勤
 務職
 員

基　　準
給料月額

基　　準
給料月額

定
年
前
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
以
外
の
職
員

（略）

４　　　級 ５　　　級

号  給 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額 給 料 月 額

職員の
区分

職務の級 １ 　　　級 ２ 　　　級 ３ 　　　級

20



現     行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第５　
  １　義務教育等教員特別手当月額表(1)

  ３　義務教育等教員特別手当月額表(3)

  ４　義務教育等教員特別手当月額表(4)

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

（略） （略）

再任用職員
以外の職員

再任用職員 （略） （略） （略）

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

（略） （略）

再任用職員
以外の職員

再任用職員 （略） （略） （略）

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

（略） （略）

再任用職員
以外の職員

再任用職員 （略） （略） （略）
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改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

      

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 　

　 　 　 　 　

　

　　　 　　　

                 

 　　　  　　　  　　　

 
 
 

別表第５　
  １　義務教育等教員特別手当月額表(1)

  ３　義務教育等教員特別手当月額表(3)

  ４　義務教育等教員特別手当月額表(4)

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

（略） （略）

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

（略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

（略） （略）
定年前再任
用短時間勤
務職員

（略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

職務の級

号給

円 円 円 円 円

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

職員の区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級

（略） （略）

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

（略） （略） （略）

22



 
福岡市立学校職員の給与に関する条例(昭和29年福岡市条例第12号)の一部改正(附則) 

現    行 改  正  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行

する。 

 

（暫定再任用職員に関する経過措置） 

２ 学校職員のうち、暫定再任用職員（地方

公務員法等の一部改正に伴う関係条例の

整備に関する条例（令和４年福岡市条例第

○号）附則第２条第10号に規定する暫定再

任用職員をいう。以下同じ。）（暫定再任用

短時間勤務職員（同条第11号に規定する暫

定再任用短時間勤務職員をいう。以下同

じ。）を除く。）の給料月額は、当該暫定再

任用職員が定年前再任用短時間勤務職員

であるものとした場合に適用されるこの

条例による改正後の福岡市立学校職員の

給与に関する条例（以下「改正後の条例」

という。）第４条第１項及び第２項に規定

する給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の項に掲げる基準給料月額のうち、当該

暫定再任用職員の属する職務の級に応じ

た額とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額

については、当該暫定再任用短時間勤務職

員を定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、改正後の条例第５条の２第１項及び

第３項の規定を適用する。 

４ 改正後の条例第５条の規定は、暫定再任

用職員には適用しない。 
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